
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

北海道開発局の防災対応について
（災害時広報の課題と対策）

北海道開発局 事業振興部 防災課



①被災概況の把握

②被害状況の早期把握

③二次災害発生防止

④危険箇所監視

⑤進入・避難経路確保

⑥緊急輸送路確保

⑦地方公共団体等業務継続支援

⑧復旧早期化支援

⑨救命・救助支援

活動内容

①リエゾン

②先遣隊

③先遣調査班

④現地支援班

⑤情報通信班

⑥被災状況調査班(ヘリ調査）

被災状況調査班(現地調査）

⑦応急対策班

⑧広報撮影班

⑨各班配置のロジ担当

班編制

大規模な自然災害に際して被災状況の把握や被災地の早期復旧のための技術的支援など、被災地方自治体の
支援を迅速に実施します。

目 的

①隊員は専門技術者（河川、道路、港湾、建築、
電気、機械等）で構成

②任務別の班編制により緊急事態に速やかに的確
な対応を実施

③全国に配備しているヘリコプターや排水ポンプ
車等の災害対策用の機械により、迅速な被害状
況調査や応急対策が可能
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派遣要請
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１．緊急災害対策派遣隊(TEC-FORCE)派遣



災害対策用ヘリコプターまたは踏査等により公共土木施設
または土砂災害等の被災状況を調査する

●役割
①救命救助活動を支援するための排水ポンプ車による緊急排水
②道路(航路)啓開による緊急通行路(航路)の確保
③被害拡大防止のための応急仮締切等の応急対策

●役割

H22 東日本大震災 823
8月5日低気圧に伴う大雨 83
8月23日からの低気圧に伴う大雨 83
羅臼町海岸地すべり 4
関東・東北豪雨（宮城県） 54
台風２３号から変わった低気圧 19
熊本地震 572
７月２７日から８月４日からの低気圧 15
北海道での台風災害 1199

H29 ７月２２日からの梅雨前線豪雨（秋田・宮城県） 32
７月２日からの大雨 56
西日本を中心とした豪雨（広島・香川・愛媛県） 873
北海道胆振東部地震 1557
北海道胆振地方の地震 37

H30

H26

H27

H28

年度 災害名
延べ人数
(人・日)

令和元年8月8日から9日にかけての大雨 7
令和元年房総半島台風（台風第15号） 27
令和元年東日本台風（台風第１９号） 1339
令和２年７月豪雨（熊本県） 629
令和２年台風第１０号（宮崎県） 30

R3 福徳岡ノ場噴火に伴う漂流軽石対応 16
R4 宗谷地方北部を震源とする地震 5

北海道浦河沖を震源とする地震 2
8月3日からの大雨 2
令和6年能登半島地震 469
7月23日からの大雨 1
8月9日からの大雨 7
9月20日からの能登大雨(北陸地整・輪島市) 200
カムチャツカ半島で付近で発生した地震に伴う津波 12
8月26日からの大雨 17
9月13日からの大雨 4
9月20日からの大雨 34
11月1日からの大雨 2
12月8日青森県東方沖地震 7

R1

R2

R5

R6

R7

年度 災害名
延べ人数
(人・日)
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２．緊急災害対策派遣隊(TEC-FORCE)の主な活動



衛星通信車土のう造成機小形無人ヘリコプター 対策本部車 応急組立橋

災害対策用機械の配備状況

• 北海道開発局では、地震、水害、及び火山噴火等による様々な災害から国民の生活と財産を守るため
に各種の災害対策用機械を保有し、道内のみならず全国に出動出来るようにしています。

北海道開発局

函館開発建設部

室蘭開発建設部

道央ブロック

道南ブロック

道東ブロック

道北ブロック

釧路開発建設部

札幌開発建設部

網走開発建設部

小樽開発建設部

留萌開発建設部

稚内開発建設部

旭川開発建設部

帯広開発建設部

災害対策用機械の活動状況
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３．災害対策用機械の配備状況



江 別 市

・ロータリ除雪車（オペ付） １台
・除雪グレーダ （オペ付） １台
・除雪ドーザ （オペ付） １台

・貸与期間：令和４年２月１２日～１９日
・排雪量 約１８，０００m3

（ダンプトラック 約１，３００台分）

当 別 町

・ロータリ除雪車（オペ無） １台

・貸与期間：令和４年２月１７日～３月１６日
・排雪量 約１６，０００m3

（ダンプトラック 約１，２００台分）

恵 庭 市

・ロータリ除雪車（オペ付） １台
・除雪グレーダ （オペ付） １台
・除雪ドーザ （オペ付） １台

・貸与期間：令和４年３月３日～３月１７日
・排雪量 約２７，０００m3

（ダンプトラック 約１，９００台分）

• 令和４年２月、札幌圏を中心とした記録的な大雪への対応として、自治体からの支援要請のもと、除雪
機械等を派遣
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４．災害対策用機械による支援
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５．SNSによる情報発信

• 令和7年の大雪災害時における排雪支援や大雨災害時の被災状況調査、令和8年の林野火災や雌阿
寒岳火口のヘリ調査など、TEC-FORCEの活動状況は、SNSを介して随時情報発信。

札幌市排雪支援

白老町鳥インフル支援 浦幌町被災状況調査

林野火災ヘリ調査

雌阿寒岳ヘリ調査



６．災害時広報の課題

• これまで災害時の広報は、記者発表やホームページ掲載などで行われてきたが、人命救助等を担う
自衛隊などの活動に比べ、国土交通省の災害対応は社会的認知度が低い

• TEC-FORCEや建設関連会社は災害初動期から現地で尽力いただいているが、報道・メディア露出が
少なく、その活躍が国民に十分に伝わっていない

• 今後、災害時にご協力いただいている建設関連会社のやりがいや意欲向上のためにも、災害時にお
ける戦略的な広報活動が必要不可欠
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７．災害時広報の課題と対応
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８．広報強化策 ①コンテンツの強化

①現地状況をいち早く伝える！

（例）道路啓開に着手

②災害フェーズの変化を逃さない！

（例）道路啓開完了

③関心を喚起する情報発信！

（例）水中ブルドーザによる掘削作業

• 災害の各フェーズで SNS等を用いて情報発信
• 国民目線で価値のある写真や動画を投稿
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• これまでホームページや記者発表を介して情報発信を行っていたが、一般の方々は、災害時の情報
をテレビや新聞、ネットニュース、SNSなどから得ている場合が多い。

• このような状況を踏まえ、広く一般の方々にTEC-FORCEや建設関連企業の活躍が伝わるよう、これ
からはテレビや新聞、ネットニュース、SNSを広報手段の中心に位置づけて情報発信を進める。

８．広報強化策 ②広報の実施手法
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役割分担

① TEC-FORCE部隊は、被災箇所における活動状況の写真・動画を撮影

② 災害対策本部は、TEC-FORCE舞台が撮影した写真・動画を選別し、SNS等を介した情報発信を行う

③ 本省は、広報の質と量の向上のため、災害対策本部に助言を行う

８．広報強化策 ③実施体制の確保
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報道機関に共有



９．災害時広報の課題と対応
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メディアの皆様へのお願い

北海道開発局防災課では今後SNSを活用した広報を推進していきますので、「北海
道開発局 防災情報のXアカウント」のフォローと、災害時の投稿へのリポストをいた
だけると幸いです。

１０．最後に
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X 北海道開発局 防災情報
https://x.com/hkd_mlit_bousai


